市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：リニア中央新幹線は中止すべき
（問）ＪＲ東海が2027年開通を目指して工事をすすめているリニア中央新幹線に対し、予定ルートである沿線住民から多くの不安や疑問が出ています。事業を認可した国土交通省にたいする住民の異議申し立ては約5000件に達し、新たに認可取り消しを求める行政訴訟を起こす動きもあります。

本市は特に予定ルートにあるわけではないが、大井川水量の問題が深く関わることになると思われます。

　水量は毎秒２トン減る事が既に発表されているが、これは本市を含め流域７市からなる大井川広域水道企業団からの取水量と同量です。失われた水量が工事完了後元に戻る保障をＪＲは何ら示していません。

　加えて、東京名古屋ルートの8割以上を地下トンネルで結ぶという日本の開発史上例のない未曽有の巨大工事の中で、特に影響が懸念されるのが南アルプス地域です。環境省からも「相当な環境負荷が生じる」と異例の意見がついている南アルプストンネル工事による残土の捨て場は、大井川源流部の燕沢（つばくろさわ）という場所が設定されているが、この場所は崩落しつつある大井川扇状地で、ここに360万㎥の土を置くとどうなるか。その規模は高さ50ｍ（16階ビルに相当）の残土が延長１ｋｍにも及ぶほどで、水量だけでなく大井川そのものの水源が失われかねない。豊富な大井川伏流水に市の７割の水量を依存している本市にとっても見過ごせない問題です。

　日本列島の背骨である中央構造線、糸魚川静岡構造線とその間にある４つの断層を一気に貫き、1,400ｍもの深さの南アルプストンネルは、年間4~7ミリも隆起する世界でも稀な地殻変動地帯。人類がかつて経験したことのない難工事に対し、安全に行えるかの知見をＪＲは一切示していません。

　なぜ９兆円もかけて建設をしなければいけないのか。新幹線と飛行機が頻繁に運行している東京大阪間で１時間半程度の時間短縮は国民の強い要望や経済的社会的要請はありません。むしろ、人口減少社会に向かう日本によって新たな「お荷物」を抱え込むことになるでしょう。事業費がさらに膨張する事も見込まれる中で、その負担が国民にのしかかる事も容易に想像されます。“大義ない”建設であり無謀そのものです。一度壊された自然や国土は元に戻りません。見切り発車を許さないために、流域自治体として工事中止をきっぱりと求めるべきだという立場で以下質問します。
7割を伏流水に依存している本市と違い、水道水を100%大井川広水に依拠する牧之原市の西原市長は、市議会で「リニアは早期に建設すべきではない」と答弁し、さらに県の公聴会で「牧之原市は一滴の水もない。すべて大井川に頼っている。水量減少は死活問題で真摯な回答がなければ全住民の署名運動も辞さない」と述べている。
島田市の染谷市長は「減水分をどう取り戻すかの工法の説明がない限り認められない」と広報しまだで市民にお知らせしている。他に静岡市なども懸念を出しているが藤枝市は、これまで、リニア問題でとってきた対応は何か。
（答）本市では昨年12月にＪＲ東海よりリニア中央新幹線整備計画の概要説明を受けた後、直ちに大井川流域7市2町と連携して、立地自治体としてＪＲ東海との協議の窓口となった静岡市と静岡県を通じて確実な大井川流域の保全措置を求めたところです。
　その結果、事業者側から工事の影響を懸念する流域市街に対する十分な事業説明や、適切な保全措置を行い、影響を可能な限り低減する事、工事完了後も流用規制や利水関係者との協議を行い、必要な恒久対策を実施するとの回答を引き出しました。
　また、昨年10月には関係する県内自治体の首長・議長による大井川源流部の現地視察を行ったほか、工事における環境保全対策等が確実に行われるため、事業者に対して適切な指導助言を行うよう環境大臣に要望書を提出したところです。

（問）リニア工事に関し、水道水問題は本市に限った話ではない。流域7市2町共同の問題である。毎秒2トン減る状況がはっきりしている減水問題に対し、広域で考えを協議し、統一して問題を対処すべきではないでしょうか。
（答）これまでも、県や関係市町と連携を取りながら事業者であるＪＲ東海への対応や申し入れを実施しているところであります。
　また、県が主催し、学識経験者や地元代表がＪＲ東海との情報共有や意見交換を実施する「静岡県中央新幹線環境保全連絡会議」には、大井川広域水道企業団の構成市でもある島田市が、大井川流域関係の地元代表として参加しており、常に協議状況についての情報を島田市と関係市町が共有できる体制となっております。
（問）現在は、県が主催し、ＪＲ東海と、学者や地元代表を加えた意見交換の場である「環境保全連絡会議」があり、そこには島田市が出席していて、島田を通じて本市が情報を共有するという。直接、本市が係る場はない。

大井川広水の幹事として島田市が代表のような形で参加していると思うが、流域自治体としては島田だけでなく本市も全て共通した課題である。直接に関われる場を求めていくべきではないか。
（答）直接説明を受けたり各市町が直接意見を言う事が出来る場づくりを要請していく、また、ＪＲが住民や企業に直接きめ細かく説明をする場づくりも要請する。
(問)ハッキリ言いますが、リニアは県民全体にとって百害あって一利はない。静岡県に駅が出来るのならまだしも、駅が出来る事はあり得ません。

ＪＲが明言してます。新幹線乗客の6割がリニアに移れば現在6割の乗車率になると。そうすると新幹線乗車率は3割となり赤字転落は必至だ。新幹線ダイヤにゆとりが出て静岡停車の「のぞみ」が増えるとかというご意見も伺ったが、乗客が減る線区に列車を増やすことは営利むき出しのＪＲのもとでまずありえないでしょう。
ゆとりが出れば空港新駅が作りやすくなると県議会のなかで議論があるようですが、仮に新駅が出来たとしても、本市の来訪にプラスになる事はないし、静岡空港を利用する人たちが新幹線を利用してどこへ行くのか。名古屋や東京に行くのなら、最初から飛行機で名古屋や東京に行けば住むことです。

　また、そのリニア自体も採算がとれないとＪＲが明言しており、赤字額の増大は既存の在来線の存続問題につながります。（東北新幹線開通によって東北本線、北陸新幹線開通によって、北陸本線や信越本線など並行在来線が赤字転落をするのでＪＲが手放して第3セクターに移管すること。これによって運賃値上げが行われており沿線住民にとって年に1回使うかどうかの新幹線開通よりも毎日使う在来線運賃値上げが大問題となってしまっている。その状況が東海道本線にも起こりかねないということです）

また、新幹線の5倍の電力を必要とするリニアは、浜岡再稼働の口実を中電に与える事も考えられる。リニア開通は水道水以外のこうした市民生活に対する影響が考えられるが、それらの問題をどう捉えているか。
（答）リニア事業の最大の目的は東京名古屋大阪の三大都市圏を一つの巨大都市圏とすることで、海外に対抗する一大経済圏を形成する事ととらえています。
　その中で、従来は太平洋ベルト地帯の重要拠点として東京と名古屋をつなぐ役割を果たしていた本市を含む静岡県はこの3つの都市圏の鉄道網におけるアクセスの優位性を奪われることになります。
　その結果、リニア開通後については、停車駅を持たない静岡県では、より利便性の高い地域への企業移転などによる産業の空洞化等が危惧され、大都市圏への人口流出がさらに加速する事態も懸念されます。
　しかしながら人の移動や物流については鉄道以外にも道路や空路を利用するチャンネルがあることから、多チャンネル化により、どんな影響があるのか今後もしっかり検証していく必要があると思われます。
　今後も、国、県、周辺市町や関係機関等との連携を密にしながら情報収集に努め、市民生活への影響が明らかになった場合には、速やかに市民の皆様にお知らせするとともに、周辺市町と連携し、適切な対応をとってまいります。
（問）三セクについても触れておきたい。これも結構大きな問題である。

将来の事だから今の所そんなに話題にもならないが、これまでのＪＲの姿勢を見てくれば東海道線の三セク化はほぼ避けて通れない見通しになると思う。

華々しい新幹線開通のもとで、ＪＲは並行在来線のほとんどすべてを三セク化した。
東北新幹線青森延伸によって東北本線は岩手県のいわて銀河鉄道、青森県の青い森鉄道、九州新幹線によって鹿児島県の肥薩オレンジ鉄道、長野新幹線によって長野県のしなの鉄道、北陸新幹線によって新潟県のえちごときめき鉄道、富山県の愛の風富山鉄道、石川県ＩＲいしかわ鉄道など、新幹線開通による並行在来線の赤字を公共企業として維持する考えはみじんも感じられない。特に金沢～富山間は、沿線住民も多く利益もあると思うが、そうした地区でさえ三セクにされており東海道線の三セクは避けて通れない。

問題は、三セクその全てで全国一律距離に応じたＪＲの運賃体系から離れて値上げされている事です。

現在、ふじえだ～静岡間の20ＫｍはどこにいってもＪＲでは一律410円だが、会社によって差はあるがほとんどが550円から600円になっている。これも市民生活に影響がある事例の一つだと思うがどうか。
（問）整備新幹線法で並行在来線は三セク化が義務付けられている。また、リニアは整備新幹線とは異なる事業であり、ただちに東海道線の三セク化にはならないが、注視していく。
（問）　リニアに対し自治体として「状況を見て協議していく」という段階ではない。既に、南アルプストンネル工事は既に山梨県側で工事が受注されているし、燕沢の残土への植林工事（と推測される）で既に井川林道では大型ダンプが毎日10数台往復している。“待ったなし”の状況です。取り返しのつかない重大な禍根（かこん）を将来に残さないためにも市として中止を求めるべきではないか。
（問）リニアは想定される様々な課題に、今の段階でしっかりと対処したうえで進めていかなければ豊かで美しい自然や環境を将来の子供たちに引き継ぐといった我々世代が果たすべき務めにとって大きな脅威となる可能性もあります。
　このことから私は周辺住民の生活や企業活動などに影響を及ぼさないことが、市民にしっかりと説明されることが事業着手の大前提であると考えています。
　先日、事業主であるＪＲ東海の幹部職員の訪問を受け、大井川の水資源の環境保全措置のための工法の検討状況について、私が直接説明を伺う機会がありました。
　その際に、私から懸念される課題に対して善処するよう申し入れる共に、明確な対応策が示されていない中で県外で既に一部工事が着手されていることに抗議をいたしました。
　そして、具体的に現在検討中の工法により、この地域の市民の営みの源である豊かな水の水量確保が確実にでき、水質にも問題が出ないのかを確認する事、そして伏流水を使用する本市の主要産業などに影響を及ぼすことがないよう、適切な対応を要望いたしました。
　今後も国や県、関係市町等と連携しながら、明確なスケジュールの説明や、適切な情報開示により市民の皆様の不安を解消できる状況を確保したうえで事業が進められるようＪＲ東海に対して働きかけを行ってまいります。
（問）大事な答弁があった。まず市長自身がいわれたことで、私が指摘しなかったが、太平洋ベルト地帯の物流の問題もあることだし、人口流出というのは大打撃を与える事でしょう。

中止をすべきだという問いに対して、企業市民に説明をされるのが事業実施の前提である、と述べられて、特に水に関しては水量確保が確実に出来る事、水質も問題がないこと、伏流水を使用する市の産業に影響を及ぼさないことの要望を行ったと、で、現在はそれらの明確な対応がしめされていないのに既に工事がはじまっていることに対し、先日ＪＲ幹部が訪問に来た際に抗議をしたと、市長自身も非常に心配と言うか非常に憤慨していると、その日の朝たまたまエレベーターの所で市長と私会いましたけれど、最初から起こっていましたからね。でもこれは全くその通りだと思います。
で、周辺住民の生活や企業活動などに影響を及ぼさないことが市民にしっかりと説明されること、それが事業着手の大前提とされました。そこらへんが現在しっかりと出来ているか。個々に詳しく見ていきたい。
ただでさえ水が不足気味の広水が毎秒2トン減ればどうなるか。工事中だけにとどまらず、工事完了後の水の復活の手段も示されていない。島田市長がいうように。これは前段の市長答弁である市民生活に明確に影響があると思いますが、いかがでしょうか。

（答）豊かな大井川伏流水を利用するために大手の製薬会社が藤枝市に進出してきている。それがなかったら退出するかもしれず市にとって重大だ。水の量と質を確保するよう言ってある。水が枯れるか水質がかわるか、工事をやってみなければわからないでは困る、水量水質について住民にしっかりと説明し納得したうえで工事をするように要請していく。
（問）どこまで行ってもデメリットしか出てきません。リニアは。他にも、運転士もいない新幹線で車内事故が起きたら対処できるのか、南アルプスがユネスコのエコパークに指定されたのに、それが取り消される恐れがあるとか。

そうしたデメリットに対し影響がどうなのか。市民生活に影響はないと断言できるものでは到底ない。将来にわたり影響がないと明瞭に市民に示されない限り、工事実施は市としても認められず、中止を求めるべきである。
私は今議会でリニアを取り上げるつもりはなく別の質問をする予定だった。通告5日くらい前に、ある会議に出てそこにセミナーでリニア問題をやっていてたまたま聞いた。それまでは正直リニア問題に対して大きな懸念を持っていなかったが、それを聞いたらこれは捨て置けない市の課題だと感じ今回予定を変更して議会で取り上げることにした。つまらんセミナーにでなかったらよかったのにと言う顔を戦略関していますが、多くの市民もリニアに対する危機感はそう感じていないと思う。しかし、このままの状況のまま進行しては取り返しがつかない。今回公式の場で市としての立場が確認できたが、中止と言うところの表明まではいかなかったが、それに向けて姿勢を鮮明にしていただきたい。
標題２：浜岡原発再稼働に対し本市の取り組みを明らかにすべき

（問）福島原発の事故は未だに津波によるものか、地震によるものかの原因の究明も出来ず、14万人もの人々が避難生活を余儀なくされ終息もしていない状況にありながら、安倍政権は原発をベースロード電源と位置づけ、全国から起こっている国民世論に背を向け、とうとう鹿児島県の川内原発の再稼働を行った。今度は、愛媛県の伊方原発が国内２か所目の再稼働原発になる見込みである。

世界最高の安全基準などと豪語しているが、周辺住民の避難計画すら完備されてなくても、桜島など活火山が密集する南九州地域でありながら、火山に対する措置は「事前に噴火を予知して対処する」という出来もしないことを並べているだけの噴飯物の対策でしかない。

　この川内、伊方原発の再稼働に共通してみられるのは、周辺の自治体がどんなに反対していても、原発が立地している自治体と所属県の同意（川内であれば薩摩川内市と鹿児島県、伊方であれば伊方町と愛媛県）で「地元の了解が得られた」として再稼働をしている点にある。事故が起きれば、立地自治体だけでなく周辺自治体も放射能に汚染されることは当たり前だが、そこを考慮しないで進めている事だ。

　今の政治姿勢が続く限り今後も我が国の他の原発で再稼働が進む状況である。その下で、浜岡原発再稼働が現実味を帯びてくる中、御前崎市だけでなく本市を含めた周辺自治体が再稼働にどう関与しているか、1年前に主に北村市長が音頭を取り周辺自治体と県、中電を含めた安全協定は、その後締結に向けてどういう進捗状況であるのか、もっとも市民が関心を持っている事である。状況を市民に明らかにすべきではないか。

（答）震災後、本市が中心となって中部電力に働きかけを行い、発電所の運転・運営に関する情報提供や意見交換を行うため、平成２３年１０月に浜岡原子力発電所情勢連絡会」を設置したほか、各首長への定期的な報告により、浜岡原子力発電所の安全確保のための地震・津波対策などの状況説明を受けている。
現時点では、中部電力から再稼動についての協議はない。

たとえ、協議があっでも、地元及び周辺市町の同意及び理解が得られない限り、浜岡原発の再稼動はあり得ないというのが市の方針である。

安全協定締結に向けた協議の進捗状況ですが、現在、県、中部電力と５市２町で最終的な調整を行っている状況。

一日も早い協定締結に努め、協議が整い次第、速やかに市民の皆様にお知らせをしてまいります。

（問）まず、現在の市長の答弁は「今後の安全審査において、地震津波等の及ぼす原発の各施設への具体的な影響が完全に検証され、これに対する安全対策があらゆる角度から万全であると実証されるとともに、地域住民の同意及び関係周辺市町村の同意理解が得られない限り再稼働はあり得ない」震災直後2011年11月議会の大石信生議員に応えた答弁である。それは先ほど同じことを言われたので間違いないはずである。
当時と違っているのは、原発に対する国のやり方。再稼働の進め方。周辺自治体抜きで進めている状況が当時と違っている。現に進められている。

そのもとで、周辺5市と県、中電の安全協定の性格がクローズアップされてくる。最終的に詰めに来ているという事であるが、交渉事であるから限界もあろうがこの議会でどこまで明らかに出来るか、周辺自治体が構成メンバーであるこの安全協定の中に、その周辺自治体の同意がなければ再稼働を認めないという項目があるかどうかは、最も気になる点だ。そこはどうなのか。

（答）交渉中の個別の案件については答えられない
（問）相手もある事ですから、本市が突飛な事は言えない事情があるかもしれない。それはわかる。じゃあ、聞き方を変えます。

そうした再稼働の際に、周辺自治体の事前了解を必要としない安全協定は、市民に説明できる安全協定といえるか、市長答弁の要件を満たすものと考えるか。
（答）今進めている安全協定の中身は、これまで中電から任意で情報提供を受けていたものを、立地4市町で行われている浜岡の運転状況を遅滞なく送る伝達ルール、必要な時は協議を行えるルールを藤枝市を含んだ5市2町の周辺自治体にも同様に協定に盛り込んでいくようにしている。
（問）中電は再稼働したい。そういう立場で本市はそれを止めたいというか、すんなりみとめるべきではないという相反する立場の交渉だから1年でお互い満足が出来るものが出来るとは思っていない。ただ、それをもって再稼働のお墨付きを与えるものでは新たな安全神話をつくりかねないので確認した次第だ。

ただ、いくらこちらがいっても、本市の同意なしでこの国の勢いで浜岡の再稼働が進められた場合、現在はそうした話はないという事だが、その時本市はどう判断するか。
（答）今後の安全審査において、地震津波等の及ぼす原発の各施設への具体的な影響が完全に検証され、これに対する安全対策があらゆる角度から万全であると実証されるとともに、地域住民の同意及び関係周辺市町村の同意理解が得られない限り再稼働はあり得ない
（問）　安全協定を今後発展させていくために、協議の場を今後も持っていくか。
（答）防災計画を確認するなど安全協定締結後も必要な協議の場は継続していく。
（問）３月策定の地域防災計画「原子力編」は、避難場所の設定や避難方法の策定など、実現不可能な事を計画にせよと求められているものであるが、市としてこの計画を今後どう充実させていくのか。

（答）県計画では、原子力単独災害と地震、津波等との複合災害を考　慮した「原子力災害広域避難計画」を策定中

県では、避難対象地区となる11市町全人口約96万人分の避難先を確保するため調整中

本市では、県計画と連動・連携させるため、県の策定作業と並行し、避難計画を策定中。本市では、避難先決定後、避難ルート・避難手段等について、関係機関と連携し、具体な検討を進める
